「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」実施状況調査票
第三期(平成２６～３０年度）施策評価調査票

	実施計画項目
	第３　大阪府におけるホームレス自立支援に関する取り組み　　【市町村】

	（１）事業実績
及び

事業効果
	○「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」に則して、平成26年3月に見直した「大阪市ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」（平成26年度～平成30年度）に基づき事業実施に取り組んだ。
○予算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

26年度

27年度

28年度

29年度

30年度

巡回相談

128,553
98,285
97,479
96,856
96,672
自立支援センター

507,277
308,344
269,844
179,603
168,999
○事業実績

26年度

27年度

28年度

29年度

30年度
(9月末現在)
巡回相談件数

11,104件

7,142件

7,144件

7,531件

3,539件
入所等支援件数

611件

447件

382件

255件

124件
自立支援センター入所者数

253人

192人

171人

133人

73人
自立支援センター退所者数

249人

213人

192人

113人

81人
就労退所者数

155人

104人

98人

63人

44人
就職率（入院・保護除く）

89.0％

85.5％

92.5％

85.6％

92.8％
退所時就職継続率

66.2％

63.0％

66.2％

75.9％

63.8％
○事業効果

平成26年1月ホームレス数　　1,725人

平成30年1月ホームレス数　　1,023人（平成26年と比べ41％の減）
※「ホームレスの実態に関する全国調査(概数調査)」

	（２）課題・
問題点
	○本市のホームレス数は依然として多数存在しており、市外からの流入が続いている。
○ホームレス問題は、様々な社会的、経済的要因が複合しており、一自治体だけでの対応には限界があるため、国の責務により実施する雇用施策全般のより一層の充実を図るとともに、基本方針を踏まえた高齢化・長期化や終夜営業の店舗等を利用しているアウトリーチが届きにくい若年層に対応した実効性のある施策を実施する必要がある。
○生活困窮者自立支援法の施行に伴い一部事業の国庫補助率が引き下げられ、多額の市費負担が発生している。

	（３）計画に
対する意見・
今後の
取り組み方向
	○今後も、現施策を引き続き実施していく。
○また、高齢化・長期化や終夜営業の店舗等を利用しているアウトリーチが届きにくい若年層など、年代別にそれぞれが抱える課題に対応した支援を行う。
○各地方自治体が地域の実情に応じて進める多様なホームレスの自立支援等の施策に対して、国の責務により実施する雇用施策全般のより一層の充実、基本方針を踏まえた実効性のある施策の実施及び国における全額措置を講じられるよう要望していく。

	市町村部局名
	大阪市福祉局生活福祉部自立支援課（ホームレス自立支援グループ）　


※（１）一時生活支援事業は生活困窮者自立支援事業の一事業。平成２７年３月３１日まではホームレス緊急一時宿泊事業として実施。
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